
事　業　評　価　シ　ー　ト 在宅当番医制推進事業045101

045101 在宅当番医制推進事業

笑顔あふれる　健やかなまち

医療体制

適正受診の啓発

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

救急医療対象者（市民）

特定の受益者なし（全市民）

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市民に対する救急医療知識の啓蒙普及、在宅当番医の当番日調整及び連絡等を行う。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

病院群輪番制患者数 9,000 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

医療課健康部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

病院群輪番制患者数

13552 - -24 (決算) 13552 - -150.60 - -

13200 - -25 (予算) - - -146.70 - -

10600 - -26 (計画) - - -117.80 - -

9700 - -27 (計画) - - -107.80 - -

9000 - -28 (計画) - - -100.00 - -

- -29 (計画) - - -- -

在宅当番医制推進事業045101105/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 在宅当番医制推進事業045101

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

市内在宅当番医制で実施することにより、救急医療の充実を図るとともに、市民に安定した生活を確保する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

医師や看護師等の確保

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
市内在宅当番医の調整を円滑に行う。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

784 4024 (決算) 87 871

784 4025 (予算) 90 874

784 4026 (計画) 89 873

784 4027 (計画) 89 873

784 4028 (計画) 89 873

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 在宅当番医制推進事業045101

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

－

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 在宅当番医制推進事業045101

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
8

休日昼間における外科・婦人科の初期救急医療体制を維持する
ために、当番医調整等は必須となる。 9

9
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

休日昼間の当番医の調整等により、初期救急医療体制が維持さ
れている。 8

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

外科・婦人科ともに、輪番体制の維持が困難になりつつあるが、安
全・安心な市民生活を維持するために有効な事業である。 8

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
－

救急患者への対応であり、全市民が対象。
10
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
10

安全・安心な市民生活を維持するためには、休日昼間（産科・外
科）の初期救急医療を確保することが必要である。 10

10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

安全・安心な市民生活を維持するためには、休日昼間（外科・婦人科）を含む救急医療体制の調整の必
要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 広域救急医療事業045204

045204 広域救急医療事業

笑顔あふれる　健やかなまち

医療体制

広域救急医療体制の推進と充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

座間綾瀬医師会・急病患者

座間綾瀬医師会・急病患者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

病院群輪番制及び、定点診療での広域救急医療を実施。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

広域二次救急医療病院群輪番制委託料（年間） 135 百万

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

医療課健康部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１７年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

広域二次救急医療病院群輪番
制委託料（年間）

133 - -24 (決算) 133 - -98.50 - -

137 - -25 (予算) - - -101.50 - -

135 - -26 (計画) - - -100.00 - -

135 - -27 (計画) - - -100.00 - -

135 - -28 (計画) - - -100.00 - -

- -29 (計画) - - -- -

広域救急医療事業045204109/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 広域救急医療事業045204

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

深夜・休日の急病患者の救急医療体制を確保する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

広域体制で実施しているため、座間市民が市外の病院に搬送されることがある。
医療従事者の負荷を軽減するため、適正受診による患者抑制が課題。

・事業実施上の検討課題

成果指標

病院群輪番制患者数（内科・外科・小成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
前年実績×対前年比率

目標値 9000

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
広域的な連携のもとに救急医療体制の充実を図る。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

1355224 (決算) 13552150.60

1320025 (予算) -146.70

1060026 (計画) -117.80

970027 (計画) -107.80

900028 (計画) -100.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

135,068 18324 (決算) 398 135,466

140,116 18325 (予算) 410 140,526

137,217 18326 (計画) 409 137,626

137,756 18327 (計画) 408 138,164

137,219 18328 (計画) 407 137,626

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 広域救急医療事業045204

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

広域救急医療事業045204111/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 広域救急医療事業045204

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
10
10

市民が安全・安心な生活を送る上でなくてはならない事業である。
病院の減少による、小児科、内科・外科の現在の不安定な救急輪
番体制を、近隣市との広域連携で維持するためには、市としての
適切な対応、支援が必要である。

10
10
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
8
8

広域連携事業として、医師会への委託と、負担金の支出により実
施しているが、適正受診の啓発による実績割の減、医療従事者へ
の負担の軽減など、効率的な運用を図ることが必要である。

7
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

市民の安心安全な日常生活を維持する上で、急患対応が可能で
あり効果は高い。 8

8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

全市民が対象である。
10
10

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

初期救急医療から重篤患者への救急医療に対応しており優先性
は極めて高い。 10

10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

広域的な医療体制は周辺各市の課題であり、一次、二次救急ともにその体制維持の必要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

広域救急医療事業045204112/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 休日昼間救急診療事業045207

045207 休日昼間救急診療事業

笑顔あふれる　健やかなまち

医療体制

広域救急医療体制の推進と充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

座間市医師会・急病患者

座間市医師会・急病患者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

休日昼間の婦人科の救急診療を実施。
（平成24年度まで、市内在宅当番医制として外科も対応し、平成25年度以降は休日急患センターでの診療に移行した。）

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

休日昼間診療事業費（年間） 8,610 千円

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

医療課健康部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１７年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

休日昼間診療事業費（年間）

17640 - -24 (決算) 17640 - -204.90 - -

8715 - -25 (予算) - - -101.20 - -

8820 - -26 (計画) - - -102.40 - -

8820 - -27 (計画) - - -102.40 - -

8610 - -28 (計画) - - -100.00 - -

- -29 (計画) - - -- -

休日昼間救急診療事業045207113/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 休日昼間救急診療事業045207

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

休日昼間の婦人科の急病患者に適切に対応できる。

・意図（どういう状態にしたいのか）

婦人科系は市内に２医療機関のみであり、負荷が大きい。

・事業実施上の検討課題

成果指標

受診患者数成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
H25より婦人科単独事業を実施
前年実績×対前年比

目標値 180

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
・婦人科の急病患者に適切に対応する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

73624 (決算) 736408.90

21025 (予算) -116.70

20026 (計画) -111.10

19027 (計画) -105.60

18028 (計画) -100.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

20,900 8024 (決算) 174 21,074

9,529 8025 (予算) 179 9,708

9,532 8026 (計画) 179 9,711

9,532 8027 (計画) 178 9,710

9,322 8028 (計画) 178 9,500

029 (計画)

休日昼間救急診療事業045207114/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 休日昼間救急診療事業045207

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

休日昼間救急診療事業045207115/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 休日昼間救急診療事業045207

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
9
9

外科・婦人科ともに輪番体制の維持が困難になりつつあるが、安
全・安心な市民生活を維持するため、休日昼間の初期救急医療を
確保することが必要である。

10
9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
7
8

医師会への委託により実施しており、外科・婦人科ともに輪番体制
の維持が困難になりつつある。医師会との協議の中で効率性につ
いて検討する。

7
7
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
9

市民の安心安全な日常生活を維持する上で効果が高い。
10
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

全市民が対象となる。
10
10

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

初期救急医療体制を確保するとともに、二次救急への負担軽減を
図ることから優先性は極めて高い。 10

10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・

B ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

婦人科の急病患者に対する医療体制維持のために不可欠な事業であり、必要性は極めて高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

休日昼間救急診療事業045207116/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト ２４時間健康電話相談事業045213

045213 ２４時間健康電話相談事業

笑顔あふれる　健やかなまち

医療体制

広域救急医療体制の推進と充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

救急医療、育児、健康及び介護、メンタルヘルス等、24時間対応可能な各種相談窓口の開設。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

相談窓口開設時間数 8,760 時間

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

医療課健康部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

相談窓口開設時間数

8760 - -24 (決算) 8760 - -100.00 - -

8760 - -25 (予算) - - -100.00 - -

8760 - -26 (計画) - - -100.00 - -

8784 - -27 (計画) - - -100.30 - -

8760 - -28 (計画) - - -100.00 - -

- -29 (計画) - - -- -
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事　業　評　価　シ　ー　ト ２４時間健康電話相談事業045213

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

24時間対応の電話相談窓口設置により、安全・安心な市民生活への支援を行うとともに、救急車の適正利用、医療機関
の適正受診を促し、救急医療体制の安定化を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

電話相談件数と医療機関受診者数の比較による費用対効果。

・事業実施上の検討課題

成果指標

相談件数成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
H23.7～H24.3実績に基づき、周知に
伴う伸び率10％を設定

目標値 2800

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

294524 (決算) 2945105.20

330025 (予算) -117.90

230026 (計画) -82.10

250027 (計画) -89.30

280028 (計画) -100.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

5,328 18024 (決算) 391 5,719

5,328 18025 (予算) 403 5,731

5,733 18026 (計画) 402 6,135

5,733 18027 (計画) 401 6,134

5,733 18028 (計画) 400 6,133

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト ２４時間健康電話相談事業045213

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

２４時間健康電話相談事業045213119/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト ２４時間健康電話相談事業045213

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
7

市民の健康、育児、メンタル等の相談に広く対応し、特に救急医療
における軽症患者の受診抑制に効果が期待できる。 8

8
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
8

専門性の高い幅広い相談分野に対応ができる。
8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

専門性の高い幅広い相談分野に対応ができ、市民に対して有益
である。 8

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

全市民が対象である。
9
9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

救急医療体制の維持において、軽症患者の抑制による医療従事
者への負担軽減が大きな課題となっている。また、既に広く市民に
周知されており、利用者数も増加していることから優先性は高い。

8
7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

A ・
A ・

B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

A ・
A ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

24時間対応の相談窓口のため、安全・安心な市民対策への支援を行うとともに、救急車の適正利用、軽
症患者の受診抑制に効果が期待できる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 休日急患センター診療事業045301

045301 休日急患センター診療事業

笑顔あふれる　健やかなまち

医療体制

休日急患センターの管理運営

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

座間市医師会、座間歯科医師会

座間市医師会、座間歯科医師会、急病患者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

休日急患センターの診療体制の充実、効率的な運営を図るための補助金の交付

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

医科患者数（年間） 10,500 人

歯科患者数（年間） 175 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

医療課健康部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成８年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

医科患者数（年間） 歯科患者数（年間）

13432 227 -24 (決算) 13432 227 -127.90 129.70 -

12800 205 -25 (予算) - - -121.90 117.10 -

12000 195 -26 (計画) - - -114.30 111.40 -

11200 185 -27 (計画) - - -106.70 105.70 -

10500 175 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

-29 (計画) - - --

休日急患センター診療事業045301121/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 休日急患センター診療事業045301

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

休日及び毎夜間における内科・小児科の急病患者に適切に対応できる診療体制を確立する。また、休日昼間の歯科・
外科診療を実施し、急病患者に適切に対応できる診療体制を確立する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

絶対数が不足している小児科医師をいかに確保していくか。

・事業実施上の検討課題

成果指標

人口に対する受診率（％）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
医科受診者数÷人口×１００（適正受
診による受診者の抑制）

目標値 11

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
広域的な連携のもとに救急医療体制の充実を図るととも
に、センターの効率的な運営に努める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10.3324 (決算) 10.3393.90

1125 (予算) -100.00

1126 (計画) -100.00

1127 (計画) -100.00

1128 (計画) -100.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

57,378 26424 (決算) 574 57,952

68,731 26425 (予算) 591 69,322

67,867 26426 (計画) 590 68,457

68,150 26427 (計画) 588 68,738

67,931 26428 (計画) 587 68,518

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 休日急患センター診療事業045301

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

Ａ（10点）

Ａ（10点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 休日急患センター診療事業045301

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
10
9

休日昼間、毎夜間における急病患者に適切に対応できる診療体
制は、市民にとって安心・安全な生活を送る上で、大きな役割を果
たしている｡

10
10
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
5

近隣市との協働事業として、医師会と連携し、広域的な救急医療
体制を効率的に運用している。 8

8
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
9

市民の生命を守り、健康を維持する上で効果が大きい。また、初
期救急医療を担う事業として、二次救急医療への負担軽減を図っ
ている。

10
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

全市民が対象となる。
10
10

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

10
10

優先度が極めて高い事業である。
10
10

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・
Ｃ ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・

Ｃ ・

A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 A ・ 10A ・10

内部評価

10

A
点

平均 B ・ 10 10A ・

内部評価

10

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

初期救急医療を担う事業として、二次救急医療への負担軽減を図っている。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 障害者医療費助成事業045422

045422 障害者医療費助成事業

笑顔あふれる　健やかなまち

医療体制

各種医療費の助成

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

心身障害者の市民

受診証発行者で医療を受けた者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市内に住民登録をしている身体障害者（１～３級）及び知的障害者（Ａ１～Ｂ１級）の者及び精神障害者保健福祉手帳１
級の者に対し、保険診療医療費の自己負担分を助成する。ただし、３級及び知的障害者Ｂ１級の者については、１割の
自己負担とする。また、精神障がい者の保健福祉手帳（１から２級）及び自立支援医療受給者証所持者に対し通院医療
費の助成をする。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

療養受診証交付者数 2,361 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

医療課健康部

市

座間市心身障害者医療費援助規則

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４７年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

療養受診証交付者数

3258 - -24 (決算) 3258 - -138.00 - -

2469 - -25 (予算) - - -104.60 - -

2361 - -26 (計画) - - -100.00 - -

2361 - -27 (計画) - - -100.00 - -

2361 - -28 (計画) - - -100.00 - -

- -29 (計画) - - -- -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 障害者医療費助成事業045422

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

医療費援助を行うことにより、心身障害者の健康保持と生活の安定を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

県同様に所得制限を設けるのか、一部負担金を取るのか、３級１割を続けるのか等、今後の県内各市の動向を見ながら
検討する必要あり。

・事業実施上の検討課題

成果指標

医療費助成額成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 350

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
障害者の増加とともに、助成額も増加しており、健康づくり
への意識を高める取り組みが必要
所得制限や一部負担金等制度自体の検討も必要

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市心身障害者医療費援助規則

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

35224 (決算) 352100.60

33925 (予算) -96.90

35126 (計画) -100.30

35127 (計画) -100.30

35128 (計画) -100.30

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

358,834 156024 (決算) 3,390 3,258362,224 111,180

345,034 156025 (予算) 3,491 2,469348,525 141,161

358,079 156026 (計画) 3,483 2,361361,562 153,140

358,079 156027 (計画) 3,474 2,361361,553 153,136

358,079 156028 (計画) 3,466 2,361361,545 153,132

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 障害者医療費助成事業045422

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

一部対応していない部分もある。

一部国、県、民間、地域での実施が適当である。

一定の効果がある。

効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先的に実施したほうが望ましい。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

Ｄ（4点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｃ（5点）

Ｃ（5点）

Ｃ（5点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｃ（5点）

Ｂ（7点）

改善する必要性がある。Ｃ（5点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 障害者医療費助成事業045422

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
6
4

県の補助事業を基本として、障害者医療の助成を行ってきた。市
単独部分の助成については一部改正をおこなったが、さらに見直
しは継続していく必要がある。

8
6
4

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

5
5
5

市単独助成により、他市よりも対象が広いため、市単独部分につ
いて、一部改正したが、他市との均衡や国・県の動向、財政状況を
見極め、さらに見直しは継続していく必要がある。

5
5
5

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

対象者への経済的支援として有効性は高いが、今後、市単独部
分については、一部改正したものの、他市との均衡や国・県の動
向、財政状況を見極め、さらに見直しは継続していく必要がある。

7
7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
－

市単独助成により、他市よりも対象が広いため、一部改正した。今
後、市単独部分については他市との均衡や国・県の動向、財政状
況を見極め、さらに見直しは継続していく必要がある。

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

5
7

　市単独部分については一部改正したが、他市との均衡や国・県
の動向、財政状況を見極め、さらに見直しは継続していく必要が
ある。

5
7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
Ｃ ・
Ｄ ・

Ｃ ・
Ｃ ・
Ｃ ・

B ・
B ・

A ・
－

Ｃ ・
B ・

B ・
Ｃ ・
Ｄ ・

Ｃ ・
Ｃ ・

Ｃ ・

B ・
B ・

A ・
－

Ｃ ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 6Ｃ ・ 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

平均 5Ｃ ・ 5Ｃ ・

内部評価

5

Ｃ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｄ ・ 6 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

障がい者への医療費助成の必要性は高いが、今後は市単独部分について、県内各市の動向を見なが
ら検討する必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小児医療費助成事業045425

045425 小児医療費助成事業

笑顔あふれる　健やかなまち

医療体制

各種医療費の助成

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

０歳児～１５歳児の養育者

医療証発行者で助成を受けた者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

市内に住民登録のある０歳～小学校４年生の通院・入院及び小学校５年生～中学校就学児の入院の医療費（保険診療
分）の自己負担分を助成する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

医療費助成者数（０歳～小学校４年生） 10,089 人

医療費助成件数（小学校５年生～１５歳児） 36 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

医療課健康部

市

小児の医療費の助成に関する規則

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成７年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

医療費助成者数（０歳～小学
校４年生）

医療費助成件数（小学校５年
生～１５歳児）

10346 46 -24 (決算) 10346 46 -102.50 127.80 -

10242 46 -25 (予算) - - -101.50 127.80 -

10294 36 -26 (計画) - - -102.00 100.00 -

10191 36 -27 (計画) - - -101.00 100.00 -

10089 36 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

-29 (計画) - - --
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小児医療費助成事業045425

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

医療費援助を行うことにより、養育者の経済的負担の軽減を図るとともに、子どもの健やかな成長に寄与する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

各市町村により差があるので、所得制限の有無や対象年齢についての検討が必要。

・事業実施上の検討課題

成果指標

医療費助成額成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 325

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
24年10月から通院対象年齢を小学校4年生まで引き上げ
（1歳児～小学校4年生については所得制限あり）　　　　

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

小児の医療費の助成に関する規則

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

30624 (決算) 30694.20

32525 (予算) -100.00

32526 (計画) -100.00

32527 (計画) -100.00

32528 (計画) -100.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

318,245 286024 (決算) 6,215 10,346324,460 31,361

337,868 286025 (予算) 6,401 10,242344,269 33,613

337,996 286026 (計画) 6,386 10,294344,382 33,455

337,996 286027 (計画) 6,369 10,191344,365 33,791

337,996 286028 (計画) 6,355 10,089344,351 34,131

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小児医療費助成事業045425

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

一部国、県、民間、地域での実施が適当である。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでいるが多少改善の余地がある。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性がある。Ｃ（5点）

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｅ（2点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小児医療費助成事業045425

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

7
7
2

少子化対策として、国が地域間格差を生じさせないよう、統一的な
制度を創設し責任を持って推進すべきである。 7

7
2

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
7
6

現在、所得制限を導入しているが、今後、さらに対象を拡大すると
なれば、受益者負担等についても検討する必要がある。 7

7
6

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

対象者にとっては、有効｡
8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

所得制限を設けている。
8
6

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

子育て支援としては、子どもの健康の維持に関わることから、優先
性は高い。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
Ｅ ・

B ・
B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
B ・
Ｅ ・

B ・
B ・

Ｃ ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 5Ｃ ・ 5Ｃ ・

内部評価

5

Ｃ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 7B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

本事業は少子化対策であり、国の施策として行うべきで、国の責任の範疇で統一的な小児医療助成がな
されるよう引き続き要望していく必要があるが、住民に不利益が生じることのないよう、近隣市の状況を確
認しながら助成方法を検討していく必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

小児医療費助成事業045425132/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 未熟児養育医療費助成事
業

045476

045476 未熟児養育医療費助成事業

笑顔あふれる　健やかなまち

医療体制

各種医療費の助成

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

出生時体重2,000ｇ以下もしくは生活力が特に薄弱であるも
の。

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

母子健康保険法第６条第６項に規定する未熟児で、医師が入院療育を必要と認めた者に対し、医療費の助成をする。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

医療費助成者数 33 人

医療費助成件数 113 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

医療課健康部

市事業主体 補助補助単独 新規新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～企画段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

法定受託事務事務区分 義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２５年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

医療費助成者数 医療費助成件数

33 113 -25 (予算) - - -100.00 100.00 -

33 113 -26 (計画) - - -100.00 100.00 -

33 113 -27 (計画) - - -100.00 100.00 -

33 113 -28 (計画) - - -100.00 100.00 -

-29 (計画) - - --

未熟児養育医療費助成事
業

045476133/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 未熟児養育医療費助成事
業

045476

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

病院又は診療所に入院することを必要とする未熟児に対し、その養育に必要な医療を給付し、生活能力を得させることを
目的とする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

・事業実施上の検討課題

成果指標

医療費助成額成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 13

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
平成25年4月1日から、県からの権限移譲により開始。国
1/2負担、県1/2負担、市1/2負担。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

1325 (予算) -100.00

1326 (計画) -100.00

1327 (計画) -100.00

1328 (計画) -100.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

13,400 104025 (予算) 2,328 3315,728 476,592

14,200 104026 (計画) 2,322 3316,522 500,676

14,200 104027 (計画) 2,316 3316,516 500,487

14,200 104028 (計画) 2,311 3316,511 500,330

029 (計画)

未熟児養育医療費助成事
業

045476134/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 未熟児養育医療費助成事
業

045476

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

極めて高く得られている。

評価対象外

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

Ａ（10点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

－

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

評価対象外－

改善する必要性がある。Ｃ（5点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

未熟児養育医療費助成事
業

045476135/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 未熟児養育医療費助成事
業

045476

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

10
10
10

未熟児養育医療費助成事業は、母子保健法に基づいて行ってい
る事務であり、必要性は極めて高いと思われる。平成２５年４月１日
から権限移譲により市で実施することになったが、市役所で手続き
出来ることは、受益者にとって利便性が高いと考える。

10
10
10

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

－
－
－

母子保健法に基づき行っている事業のため。
8
8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

母子保健法に基づき行っている事業のため。
8
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

母子保健法に基づき行っている事業のため。
－
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

母子保健法に基づき行っている事業のため。
9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
A ・

－
－

A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

－
－

－

－
－

－
－

－
－

区分

区分

区分

区分

区分

平均 10A ・ 10A ・

内部評価

10

A
点

平均 -- 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 -- 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - ---

内部評価

-

-
点

平均 - - 9A ・

内部評価

5

Ｃ
点

事業評価（内部）： 10A 点 一次評価： 10A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

平成２５年度から権限移譲により市で実施することとなった。市役所で手続きできるようになったことから利
便性が向上した。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

未熟児養育医療費助成事
業

045476136/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 災害時医療救護資機材整
備事業

045501

045501 災害時医療救護資機材整備事業

笑顔あふれる　健やかなまち

医療体制

災害時医療体制の充実

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

市民

災害時に医療救護をうける市民

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

災害時における負傷者の応急的な医療救護のための医薬品等の確保

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

整備事業費（年間） 1,000 千円

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

医療課健康部

市

「神奈川県市町村地震防災対策緊急支援事業費補助金」は、H22年度で事業期間終了

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１３年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

整備事業費（年間）

540 - -24 (決算) 540 - -54.00 - -

548 - -25 (予算) - - -54.80 - -

525 - -26 (計画) - - -52.50 - -

536 - -27 (計画) - - -53.60 - -

676 - -28 (計画) - - -67.60 - -

- -29 (計画) - - -- -

災害時医療救護資機材整
備事業

045501137/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 災害時医療救護資機材整
備事業

045501

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

医療救護所において負傷者に対して適切な医療救護活動ができる。

・意図（どういう状態にしたいのか）

定期的な医薬品の買い替えや医療器具の滅菌処理が必要

・事業実施上の検討課題

成果指標

医薬品等配備率（％）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
医薬品等配備救護所÷医療救護所数
×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
医薬品等の買い替え、滅菌処理を計画的に進める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

「神奈川県市町村地震防災対策緊急支援事業費補助金」は、H22年度で事業期間終了

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

10024 (決算) 100100.00

10025 (予算) -100.00

10026 (計画) -100.00

10027 (計画) -100.00

10028 (計画) -100.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

540 8024 (決算) 174 714

571 8025 (予算) 179 750

562 8026 (計画) 179 741

573 8027 (計画) 178 751

713 8028 (計画) 178 891

029 (計画)

災害時医療救護資機材整
備事業

045501138/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 災害時医療救護資機材整
備事業

045501

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

災害時医療救護資機材整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 災害時医療救護資機材整
備事業

045501

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
8

災害時に適切な医療救護活動を行うために、医薬品等を備蓄する
必要性は高い。 9

8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
8
8

定期的な医薬品の買換えが求められるため、安価なジェネリックへ
の変更を図っている。 7

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

災害時において、速やかな医療資機材の提供が可能となる。
8
6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
－

市内６箇所の救護所に備蓄し、被災者に対し広く提供可能な体制
を整えている。 8

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

災害時における医薬品等の確保は必要であり、優先性は高い。
9
9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
－

A ・
A ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
Ｃ ・

B ・
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 8 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

災害時のために医薬品等を備蓄することは、適切な救護活動において必要性が高い。定期的な医薬品
の買い替え時に安価なジェネリック薬品に変更するなど、効率性を高めている。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

災害時医療救護資機材整
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